
市@Lアドレス、市役所の住所、連絡先などは24ページをご覧ください。
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法人市民税超過税率適用期間の
　　延長について

1.法人税割（資本金等の額が 3千万円超の法人に適用）

資本金等の額 課税標準 標準税率
（市税条例第31条の 3）

超過税率
（附則第 9条の 3）

3千万円超
法人税額

9.7％ 12.1％
3 千万円以下 9.7％ 9.7％

2.均等割（資本金等の額が 1億円超の法人に適用※1）

号数 資本金等の額
※ 1

市内事業所・
寮等の従業者数

標準税率
（市税条例第27条）

超過税率
（附則第 9条の 2）

9 50億円超 50人超 300万円 360万円

8 10億円超
50億円以下 50人超 175万円 210万円

7 10億円超 50人以下 41万円 49万 2 千円

6 1 億円超
10億円以下 50人超 40万円 48万円

5 1 億円超
10億円以下 50人以下 16万円 19万 2 千円

4 1 千万円超
1億円以下 50人超 15万円 15万円

3 1 千万円超
1億円以下 50人以下 13万円 13万円

2 1 千万円以下 50人超 12万円 12万円
1 上記に掲げる以外 5万円 5万円

※ 1  「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の合算額又は出資金の額」に満た
ない場合は、当該合算額または出資金の額

市税条例の一部改正により、超過税率の適用期間を10年間延長します。今後も
学校教育施設や社会教育施設の増改築など、教育施設整備に活用させていただ
きます。引き続きご理解、ご協力をお願いします

3.適用期間
平成 9年 2月 1日～平成39年 1 月31日に終了する各事業年度分

@I市民税課　@　J(32)6244
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